ヨーロッパ統合の背景にある言語教育政策
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  ヨーロッパの言語教育政策の変遷を考える際には、まず、その背景にある統合への動きを取り上げる必要がある。

　何世紀も争い続けてきた、民族も言語も異なる国々が、統合という壮大な試みに取り組み、半世紀以上にも及ぶ紆余曲折を経て、市場統合、単一通貨ユーロの導入にまで歩みを進めてきた。　　　

　この進展と表裏をなすものとして、各国の相互理解をさらに進める基盤としての、共通の言語教育政策の存在とその発展がある。

　現在なお、EUの将来性に関して、特に英国において、多くの懐疑的な批判がなされている。しかし、現実として統合への歩みは確実に進んでおり、統合がほぼ成立した暁には、ごく一部の例外を除き、ロシアを除く全ヨーロッパが、EU加盟国となり、プロディー欧州委員長（元イタリア首相）の言うように、ローマ帝国以来の大欧州が形成されることになる。ヨーロッパ各国にとって、EUを離れての自国の将来は考えられないものとなるであろう。

  このようなヨーロッパ統合の歩みを背景として、ヨーロッパ各国の言語教育観は大きな変革をとげてきた。例えば、伝統的な古典語（ラテン語・ギリシャ語）教育の重視から、ヨーロッパ各国の意志疎通に重点をおいた近隣諸国の近代語（特に英語）教育の重視への転換は最も大きな変革の一つということができる。

欧州評議会が取り組んだ具体的な言語教育政策の一環として次のようなものがあげられる。まず、ヨーロッパ市民として、言語教育は不可欠のものであるという自覚にもとづいて、言語教育の必要性・重要性を再確認した。そして、教員養成のシステム、学生の留学制度を確立した。さらに、学習者のニーズの分析を積極的に押し進め、ヨーロッパの言語教育の方向性を決定づけた『スレショルド・レベル』の制定に至った。このような過程を経て、ヨーロッパ諸言語の学習の推進（初等・中等教育における外国語の重視など）と各国の文化についての知識の統合といった、総合的な教育を推進している。 
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